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北 海 道 森 港 に お け る消 波 型 高 基 混 成 堤 の 設 計 と施 工

山 本 泰 司*・ 木 村 克 俊**・ 田 端 恵 士***

北 原 繁 志****・ ニノ宮清志*****・佐 藤 典 之******

消波型高基混成堤 を対象 に,堤 体形状 が波浪反射率 と越波流量 に与 える影響 を水 理模型実験 によ り検討 した.マ ウン ド水

深h'が 小 さい と,反 射 率KRは 直立部遊水 室幅Bに よらず一定値 となるが,h'が 大 き くなるに従 って,波 長 に対 す る遊水 室

幅B/L1/3が0.13付 近 で極小値 を持 つ ようにな る.こ の ような反射特性 は,VOF法 を用いた数値計算 によって も比較 的 よく

再 現す ることがで きる.B/L1/3が0.06程 度 よ り小 さい と平均越波流量 は大 き くなる.ま た,一 般 的な消波 ブロ ック被覆型 護

岸に比べ所要天端高 は3割 程度低 減で きることが明 らか となった.本 構 造 は現地の防波護岸へ適用 されたが,施 工 性は良好

であ り,建 設 コス トの縮減 も図 ることがで きた.

1.は じ め に

我が 国において は,マ ウ ン ドの比較的低 い低 基混成堤

が主流 であ るが,マ ウ ン ドの高い高基混成堤 は現地 の波

浪条件 や水深条件等 に よって は,建 設 コス ト面や環境面

において有利 な場合 があ る.図-1に 示 す消波型高基混

成堤 は,高 マ ウン ドに よって生 じる衝撃 砕波力の発生 を

防 ぐため に,直 立部 に消波機能 を付加 した新 しい構造形

式 であ る.ま た,比 較的広 く,浅 いマ ウン ドが藻場 とし

て機能す る ことも期 待で きる.著 者 らは,こ れ までに水

理特性や波力 に関す る実験 的な研究 を進 めてお り,そ の

特性が ある程度 明 らか にされて きた(下 迫 ら1997,木 村

ら1999).し か し,マ ウン ド水深 や直立部 の形状 が水 理特

性 に及 ぼす影響 につ いては,十 分 に解明 されていない.

本研究 では,堤 体形状が水 理特性 に及 ぼす影響 を二次元

水理模型 実験 によ り明 らか にす る.

北海道 の内浦湾 に面 す る地方港湾 である森港 で は,係

図-1消 波型高基混成堤

留施設 の不足 を解消す るために埋立 を伴 う拡張 が進め ら

れてい る.防 波護岸 には,小 型 船舶へ の反射波 の影響 を

極力 小 さ くす る とともに,環 境 面へ の配慮 が求 め られ,

検討 の結果,消 波型 高基 混成堤が全国 で初 めて採用 され

た.本 報で は構造諸元 の決定過程 と,現 地施工 状況 につ

いて も報告 する.

2.堤 体 形 状 が 水 理 特 性 に及 ぼ す 影 響

(1)検 討 方 法

a)水 理模型実験

実験 は,長 さ27m,高 さ1.2m,幅0.6mの 反射波 吸

収式 不規 則波 造波 装置 を備 えた二 次元 造波 水路 で行 っ

た.海 底勾配1/30の 水 路床の上 に,図-2,3に 示 す消波

型高基混 成堤模型 を設置 し,不 規 則波 を作用 させ た とき

の反射 率お よび越波量 を測定 した.堤 体水 深 はh=40.8

cmで 一 定 とし,堤 体 形状 の影響 を把握 す るた め,マ ウン

ド天端 水 深h'を2.1～16.1cmの 範 囲 で4段 階 に変 え

た.さ らに,遊 水室幅 をB=15～70cm,直 立部 天端高 さ

をhc=1.9～27.9cm,マ ウ ンド前肩幅 をBM=14～95cm

の範 囲 で変 化 させ た.不 規則 波 は,ブ レ ッ トシュナ イ

ダー ・光易型 スペ ク トル を目標 に作成 し,波 高 をH1/3=

3.4～20cm,周 期 をT1/3=1.41～2.75sの 範囲 で変化 さ

せた.ま た,比 較 のた め,消 波 ブロ ック被覆堤 について

も実験 を行 った.

反射率 は,堤 体沖 に設置 した2本 の容 量式波高計 を用

いて入 反射 波分離推定法(合 田 ら,1976)に よ り求 めた.

越波量 は,堤 体天端上 に幅10cmの 導水路 を設置 し堤体

背後 の集水枡 に越波水 を取 得 して,そ の体積 を計測 して

求 めた.

b)VOF法 による数値 計算

前述の模型実験 を,VOF法 を用いた数値計算(数 値波

動水 路)(沿 岸 開発技術研 究 センター,2001)に よって再

現 した.円 柱構造 の消波部 は,同 等 の空隙率 を有す る多

孔質透過壁 として扱 った.波 浪 は規則 波 を用い,堤 体前

面の2箇 所 の水位変 動か ら反射率 を算 出 した.計 算条件

を表-1に 示 す.
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図-2実 験模型の断面形状

図-3直 立部の形状(正 面図)

表-1VOF法 に よる計算条件

(2)反 射 特 性

消 波型高基混成堤 は,高 い マウ ン ド上で砕波 を促 進す

るため反射率KRは 小 さ く,既 往の研究(下 迫 ら,1997)

ではKR=0.1～0.3程 度 と報 告 され てい る.

図-4は,波 浪条件 を一 定 とした ときのマ ウン ド水深

h'と 遊水室幅Bの 影 響 をみた ものであ る.マ ウン ド比水

深 の小 さ いh'/h=0.05の 条件 で は,相 対 遊 水 室 幅B/

L1/3に よ らずKRは ほぼ一定 となる.こ れ は,反 射率が斜

面上 の砕波状 況や透過壁 に よる擾乱 によって支配 され る

た め,遊 水室 の効 果が現 れに く くな っている と考 えられ

る.し か し,マ ウン ド水深 が大 き くなるに従 って,直 立

消波ケー ソン と同様 の反射特性 が現れて くる.す なわち,

B/L1/3に 対 してKRは 極 小 値 を持 つ よ うに な り,B/

L1/3=0.13前 後 で極 小 となる.

図 には,VOF法 によ る数値 計算 によって得 られたKR

もあわせて示 してあ るが,上 記 の特性 が よ く再現 されて

いる.計 算 は規則波 を用いてお り,ま た,円 柱ス リッ ト

部 は多 孔質透 過壁 として単 純 にモ デル化 してい る もの

図-4反 射率に及ぼすマウンド水深の影響

図-5反 射率 に及ぼす周期の影響(h'/h=0.2)

の,結 果的 に反射現象 を比較 的 よ く表現 する ことがで き

る もの と考 えられ る.

図-5は,マ ウン ドが比較 的高いh'/h=0.2の 場合 に,

相対遊水室 幅 をB/L1/3=0.1で 一定 とした ときの周期 の

影響 をみた もので あ り,横 軸 は波長 に対 す る相 対水深h/

L1/3を とっている.h/L1/3が 大 き くなるに従 って 魚 は小

さ くなる.こ れ は,短 周期 の波浪 ほ ど斜面上で砕波 が促

進 され るため反射 率が小 さ くなるためで ある.図 中には

数値 計 算 に よって得 られ たKRも あわ せ て示 して あ る

が,周 期 の影響(砕 波形態 の違 い)に ついて も比較的 よ

く再 現 され ている.

同図 には示 していないが,周 期 の長 い条 件で はマ ウン

ド前肩幅BMを 大 き くす る と砕波 が促 進 され るた めKR

の低減 が可能で ある.ま た,マ ウ ン ドが低 い条件 ではh/

五113の影響 はほ とん ど現 れな くな る.

(3)越 波 特 性

図-6は,波 高H1/3,堤 体天端高hcを 一定 とし,マ ウ

ン ド比水深h'/K=0 .3の 場合 の,越 波流量 に与 える遊 水

室幅 の影響 をみた もので ある.相 対遊水 室幅B/L1/3が 小

さい と無次元平 均越波 流量q*=q/(gH1/33)0.5は 大 き くな

るが,B/L1/3=0.06程 度以上 であれ ばq*は ほぼ 一定値
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図-6相 対遊水室幅と無次元越波流量の関係

図-7越 波流量に及ぼすマウンド水深の影響

とな る.ま た,B/L1/3に よ らずh/L1/3が 小 さい 方 がq*は

大 きい 傾 向 が あ る.

木村 ら(1999)は,大 型 の 水 理 模 型 実 験 を行 って,q*

を無 次 元 天 端 高hc*=hc/(H1/32・L1/3)1/3を 用 い て 次 式 で 表

した.

Q0=0.11,b=11.5(1)

ここで,式 中のQ0,bは 係数で ある.こ の実験 のマ ウン

ド比水深 条件 はh'/h=0.15～0.39で あった.図-7は,

越 波流量 に及 ぼすマ ウ ン ド水深 の影 響 をみ た もので あ

り,縦 軸 にq*,横 軸 にhc*を とって示 してある.マ ウ ン

ド比水 深がh'/h=0.2～0.4の 範囲 では,式(1)で 表 さ

れる曲線 によ く一致 してい る.し か し,マ ウン ド水深 の

小 さいh'/h=0.05の ケースで は,マ ウ ン ド上 の砕波 の影

響 でq*が 小 さ くな り,式(1)の 係数 は(Q0=1.5,b=30

とな る.

図-8は,遊 水室後 壁頂部 に波返 工 を設 けた ときの越

波流量低減効果 をみた ものであ る.波 返工 のない基本型

と比較す る と,波 返工 を設 け ることによ り越波 流量が低

減 している ことが分か る.た だ し,波 返工 の張 り出 し長

図-8波 返工の効果および消波ブロック被覆堤との比較

図-9消 波ブロック被覆堤との所要天端高の比較

さtに よる違 い はあま りみ られない.後 述 する ように,

現地へ の適 用 にあた っては,護 岸天端高 をで きるだ け抑

えるために波返工 を採用 してい る.同 図に は一 般的 な消

波護岸構 造で ある2層 積 の消波ブ ロック被覆堤 の越波流

量 に つい て も示 してあ る.消 波型 高基 混成 堤 は消 波 ブ

ロ ック被 覆堤 に比較 す ると越波流量 が小 さい こ とが分 か

る.

図-9は,越 波流量 の許容値(q=2×10-2m3/m/s)に

対 応す る所要天端 高hcに つ いて,消 波ブ ロック被覆堤 と

比 較 した ものであ る.消 波型高基混 成堤 は消波 ブロ ック

被 覆堤 と比較 して3割 程 度hcを 小 さ くす る こ とが可 能

な こ とが 明 らか とな った.

3.現 地 への 適 用

(1)森 港の概要

図-10に,森 港新川地 区の施 設配置 を示す.同 地 区は

係留施設 の不足 を解消 す るた めに,1998年 か ら整備が進

め られてお り,主 としてホ タテ養殖漁業 の基地 としての

役割 を担 う.消 波型 高基混成堤 の適 用が検 討 され た護岸

は航 路 に面 してお り,航 行す る小型 漁船への反射波 の影

響 を極力小 さ くす ること と,環 境面 への配慮が求 め られ
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図-10森 港(新 川地区)の 施設設置

(a)消波型高基混成堤(マウンド天端±0.0m) 概算工費:3,100千 円/m

(b)消波型高基混成堤(マウンド天端-1.0m) 概算工費:2.800千 円/m

(c)消波ブロック被覆堤 概算工費:3,200千 円/m

図-11概 算工費の比較

た.

(2)最 適断 面形状 の決定

護岸 整 備地 点 の水 深 は-6.4～7.6m,設 計潮 位 は+

1.4m,設 計波(50年 確率)は 有義波周期Tl/3=7 .Os,有

義波高H1/3=2.8mで あ る.反 射 率お よび越 波流量 を低

減 す るた めには,マ ウ ン ド水 深hを ある程度小 さ くす る

必 要があ るが,マ ウ ン ドに係 る建設 コス トが増大 す る.

このため,設 計潮位時 のマ ウン ド比 水深h'/h=0 .3を 基

本 に考 え,hが 更 に小 さいケース との コス ト比較 を行 う

こととした.図-11は,コ ス ト比 較 を行 った 断面形状 で

あ り,h=-1.0mの ケ ースが概算工 費が最 も小 さ く,従

来型 の消 波 プ ロツク被 覆堤 と比 較 す る と12.5%の 建 設

コス ト縮減 を図 るこ とが できる.上 部工 の遊水室 幅Bは,

越 波流 量低 減 の観 点 か らみ る と,無 次 元遊 水 室 幅B/

L1/3>0.06,反 射 率低 減 の観点 か らはB/L1/3>0 .1と す

図-12 2003年 度施工計画(施 工延長80m,16函)

図-13直 立部の形状 と計測器の配置

る必要 があ る.現 地 の設計条件で はL1/3=54.9mで あ る

のでBは5.5mに 設定 した.ま た,直 立部後壁 には張 り

出 し幅0.5mの 波返工 を設 けて低天端化 を図 った.

(3)耐 波 設 計

消波型高基混成堤 で は,直 立部前面 のス リッ ト柱 や後

壁 に砕波が作用 す るた め,比 較的衝撃 的な波力が生 じる

ことが ある.下 迫 ら(1997)は,配 筋計 算等 に用 いる,

いわゆ る部材波力 について は,波 圧 の衝 撃性 を考慮す れ

ば,実 験波圧 をその まま静的荷重 として設 計す るこ とは

過大設 計 となるこ とを指摘 して いる.し か しなが ら,衝

撃的 な波力の扱 いが明確 にな って いない ことか ら,こ こ

で は現地 条件 に対応 した水 理模 型実験 を行 って部 材波力

を求 めた.

部材波力 の算定法 については,土 分解明 されていな い

こ とか ら,後 述す るように波圧 等の現地観測 を行 い,今

後検討 を進 める予定で ある.

マ ウン ド被覆材 の耐波安定性 に関 して は,森 ら(2001)
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写真-1起 重機船による直立部ブロックの現地据付

が 所要 質量 の算定 法 を提案 して お り,こ れ に従 って ブ

ロ ック質量 を決定 した.

(4)現 地 施 工

護岸 延長130mの うち,2002年 度 は30m,2003年 度 は

80m区 間 の整備 を行 い,2004年 度 の完成 を 目指 して い

る.図-12は,2003年 度の施工計画 であ る.直 立部 のブ

ロ ックは2組 の型枠 を用いて,森 港港 内の作 業ヤー ドで

計16函 製作 され た.図-13に 示す よ うに,作 業性 を考慮

して ブロ ック1ス パ ンは約5mと し,3本 のス リッ ト柱

が 一体 となってお り,重 量 は約120tで ある.こ のため,

陸上 にお ける施 工 に おいて は特別 な施 工機械 は必 要 な

い.ま た,海 上 にお けるブロ ックの運搬,据 え付 け作 業

も,写 真-1に 示す ように旋 回式 の起 重機船 によ り行 う

こ とが可能 とな った.一 般 的なケー ソン工法や水 中 コン

ク リー ト工 法 に比 較 して,工 程 は複 雑 に はな らない.

写真-2は,延 長110mま で据 付が終了 した時 点の もの

であ るが,景 観的 に も従来 の防波護岸 に比 べて,洗 練 さ

れた印象 を受 ける.

なお,作 用波圧 の現地検証 を行 うために,前 出の図-

13に 示 した ように,ブ ロックのひ とつ には波圧 計が12

箇 所,鉄 筋計が10箇 所 埋 め込 まれ てお り,今 後現地観測

を行 う予定で ある.

4.ま と め

本研究 によ り,消 波型高基混成堤 の反射,越 波特性 に

関 して以下 の ことが明 らか となった.

1)マ ウ ンド水 深hが 小 さい と,反 射率KRは 直立部 遊

水室 幅Bに よらず一定値 とな るが,周 期 の影響 が現

れ,長 周期 ほ ど魚 は大 き くな る.hが 大 き くな るに

従 って,Bに 対 してKRは 極小値 を持 つ ようにな り,

、B/L1/3=0.13前 後で極小 とな る.

2)VOF法 を用 いた数値計 算 によって も,上 記 の反射

写真-2現 地に設置された消波型高基混成堤(整 備中)

特性 はよ く再現す る ことがで きる.

3)波 長 に対す る遊水室 幅B/L1/3が0.06程 度 よ り小 さ

い と平均越波流量qは 大 き くなるが,こ れ よりBを

大 き くす る とqは ほぼ一定 となる.ま た,hが 小 さ

い とqは 小 さ くな る.

4)一 般的 な消波 ブロ ック被覆堤 と比較 す ると,所 要天

端高 は3割 程度低減 す ることが可能 であ る.

以上 によ り,現 場 条件 に最適 な断面形状 を決定で きる

ようになった.ま た,現 地 の防波護岸 へ適用 されたが,

施工性 は良好 であ り,建 設 コス トの縮減 も図 るこ とが で

きた.
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